
	第6節	 継戦能力を確保するための持続性・強靱性強化の取組

1	 持続性・強靱性強化のための経費は、スタンド・オフ防衛能力などの他の分野に計上されるものも含めた弾薬・誘導弾の経費として約5兆円（他の分野を
含めない経費は約2兆円）、装備品などの維持整備費・可動確保の経費として約10兆円（他の分野を含めない経費は約9兆円）、施設の強靱化のための経費
として約4兆円であり、計約19兆円である。

将来にわたりわが国を守り抜く上で、弾薬、燃料、装
備品の可動数といった現在の自衛隊の継戦能力は、必ず
しも十分ではない。こうした現実を直視し、有事におい
て自衛隊が粘り強く活動でき、また、実効的な抑止力と
なるよう、十分な継戦能力の確保・維持を図る必要があ
る。また、平素においては自衛隊員の安全を確保し、有
事においても容易に作戦能力を喪失しないよう、主要司
令部などの地下化や構造強化、施設の離隔距離確保のた
めの再配置、集約化などを実施するとともに、隊舎・宿
舎の着実な整備や老朽化対策を行う。さらに、装備品の
隠ぺい及び欺まんなどを図り、抗たん性を向上させるほ
か、気候変動の問題は、将来のエネルギーシフトへの対
応を含め、今後、防衛省・自衛隊の運用や各種計画、施
設、防衛装備品、さらにわが国を取り巻く安全保障環境
により一層の影響をもたらすことは必至であるため、こ

れに伴う各種課題に対応していく必要がある。
このため、防衛戦略では、2027年度までに弾薬の生

産能力の向上及び製造量に見合う火薬庫の確保を進め、
必要十分な弾薬を早急に保有するとともに、必要十分な
燃料所要量の確保や計画整備などを行っている装備品以
外が全て可動する体制を早急に確立することとしてい
る。また、主要な司令部の地下化、駐屯地・基地内の再
配置・集約化を進めるほか、津波などの災害に対する施
設及びインフラの強靱化を推進することとしている。

今後5年間の最優先課題の1つとして、可動率向上や
弾薬・燃料確保、防衛施設の強靱化の加速を掲げており、
この持続性・強靱性強化のための経費は、整備計画が示
す今後5年間で必要な経費である約43.5兆円（契約額）
の4割1を超えている。

	 11	 弾薬の確保

1　弾薬確保の状況
自衛隊は、小銃や拳銃に使用する銃弾、戦車や火砲が

発射する砲弾、戦闘機や艦艇が使用するミサイルのほ
か、爆弾、魚雷、地雷、機雷など多種多様な弾薬を保有し
ている。

弾薬の予算額は、過去30年の間、おおむね横這いで推
移しているが、技術の高度化に伴う価格上昇などもあ
り、弾薬の確保のために、必ずしも十分な予算が確保で
きていたとは言い難い。また、防衛省からの受注減など
の影響で弾薬製造企業が撤退しており、撤退した企業の
部品を代替企業が製造したが、当初、製造期間の長期化
や製造コストの上昇が発生し、弾薬確保がさらに困難な
ものとなる事例も発生していた。

図表Ⅱ-4-3-5（装備品の維持整備費及び弾薬の整備
費の推移）

必要十分な火薬庫を設置できていないことに加え、ミ
サイルなどの大型化に伴い、また、配備している弾薬に

十分な冗長性がない地区もあり、例えば、舞鶴地区の艦
艇が任務にあたり搭載する弾薬を、佐世保地区から陸路
で輸送して対応するケースもある。

2　弾薬確保のための取組
防衛戦略では、2027年度までに、弾薬について、必要

数量が不足している状況を解消することとしており、優
先度の高いスタンド・オフ・ミサイル（12式地対艦誘
導弾能力向上型等）、弾道ミサイル防衛用迎撃ミサイル

（SM-3ブロックⅡA）、能力向上型迎撃ミサイル（PAC-
3MSE）、長距離対空ミサイル（SM-6）、03式中距離地対
艦誘導弾（改善型）能力向上型等の各種弾薬については、
必要な数量を早期に整備する。具体的には、弾薬整備費
について、前中期防期間中では約1兆円であったところ、
整備計画期間中の今後5年間では、5倍の約5兆円に増
加させる。

加えて、早期かつ安定的に弾薬を量産するために、防
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衛産業による国内製造態勢の拡充などを後押しするほ
か、弾薬の維持整備体制の強化を図る。また、弾薬の大

型化や増加する弾薬の保管所要に対応するため、火薬庫
の増設及び不用弾薬の廃棄を促進することとしている。

図表Ⅲ-1-6-1（主要な弾薬及び火薬庫の例）

	 22	 燃料などの確保
自衛隊が行う作戦に必要な燃料所要量を早期かつ安定

的に確保するため、燃料タンクの新規整備及び民間燃料
タンクの借り上げを実施することとしている。例えば、
海上自衛隊における燃料タンクの整備は、使用実績及び
既設のタンク容量などを基準に段階的に実施している
が、現状では部隊の運用に制約が生じている。このため、

艦船用燃料の不足を補完する措置として、年間を通じて
保管・受払業務に応じ得る能力を有する民間タンクを借
り上げていくこととしている。

加えて、糧食・被服の必要数量を確保することとして
いる。

 参照

図表Ⅲ-1-6-1 主要な弾薬及び火薬庫の例

96式多目的誘導弾システム

155㎜榴弾砲用弾薬

5.56㎜火器用弾薬

静粛型動力装置搭載魚雷
（イメージ）

AIM－120

ASM－3A

AAM－4B

12式魚雷

哨戒機用新空対艦誘導弾
（イメージ）

BMD用ミサイル
（SM－3ブロックⅡA）

対空ミサイル
（SM－6）

対空ミサイル
（03式中SAM（改善型））

対艦ミサイル
（12式地対艦誘導弾）

BMD用ミサイル
（PACー 3МSE）

火薬庫
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	 33	 防衛装備品の可動状況の向上

1　装備品の可動数の現状
自衛隊で使用される装備品は、耐久性よりも性能を重

視しており、民生品の使用条件よりも過酷な状況で使用
されていることから、一般的な用途に比べ、頻繁な整備
や部品交換が発生する特性をもっている。そのため、部
品交換を見越して、予備の部品を一定数保有しておく必
要がある。

一方、装備品の高度化・高性能化に伴い、部品の調達
単価と整備費用が上昇し、維持整備予算も増加させてき
ているが、必ずしも十分ではなかったことから、部品不
足による非可動が発生している。一部の装備品では、可
動状態にない同じ装備品から部品を取り出し転用する、
いわゆる「共食い整備」を実施しており、部品の取り出
しと取り付けで、通常の部品交換の2倍の整備作業が必
要となるため、現場部隊に過度な負担を強いている。

図表Ⅲ-1-6-2（装備品の可動状況の分類）

2　防衛装備品の可動数の向上
（1）部品の確保

防衛装備品の高度化・複雑化に対応しつつ、リードタ
イムを考慮した部品費と修理費の確保により、部品不足
による非可動を解消し、2027年度までに装備品の可動

数を最大化する。このため、例えば部品の需要量をAIに
より見積もる機能を補給管理システムに付加するなど、
ロジスティクスにかかるシステムの改修により、需給予
測を精緻化し、適正在庫を確保することにより自衛隊全
体として部品の効率的な分配を図ることで、部隊が部品
を受け取るまでの時間を短縮化する。また、主要な補給
倉庫を自動化・省人化、システム化された倉庫に改修を
進めることで、正確な在庫管理を可能とし、部隊のニー
ズに応じて迅速に部品を供給することとしている。

図表Ⅱ-4-3-5（装備品の維持整備費及び弾薬の整備
費の推移）

（2）部外委託の推進
可動数の増加にあたっては、限られた資源を有効に活

用するため、維持整備などの部外委託を推進するなど、
部外力を活用する。

一部の装備品においては、維持整備計画の分析や、必
要なデータ収集などを行い、検査・整備項目の削減を目
指す部外委託の取組を行っているところ、このような、
部外委託の取組の成果を活用した装備品の部隊整備や部
品修理など、より効率的な維持整備に向けた取組を一層
推進することとしている。これらの取組により、維持整
備業務に従事する隊員を中心に部隊負担を軽減しつつ、
装備品の可動数の増加を図っていくこととしている。

（3）デジタルトランスフォーメーション（DX）
の導入

各種業務を効率的に実施していくためには、最新のデ
ジタル基盤の整備などによりデジタルトランスフォー
メーション（DX）を通じて、業務のあり方を大きく変革
していく必要がある。そのうえで、後方支援分野におい
て、DXの導入を推進し、維持整備の最適化を図ること
としている。具体的には、AIを活用した補給管理システ
ムを導入するほか、部品などの在庫状況をより一層適切
に把握するため、電波を用いてICタグの情報を非接触
で読み書きする自動認証技術（R

Radio Frequency Identification
FID）や、装備品の部品

などを応急的に製造するための3Dプリンターについて、
実証試験の成果も踏まえ、その導入を図ることにより、
在庫管理などの効率化を進め、後方支援分野における維
持整備体制を最適化することとしている。

 参照
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図表Ⅲ-1-6-2 装備品の可動状況の分類

装備品が本来の能力を発揮できる状態

装備品ごとに一定のサイクルで必要となる
定期整備などにより可動できない状態

部品の在庫や修理費の不足により、本来は
可動しているべき装備品の一部が一定期間
以上、非可動となっている状態

装備品の可動状況の分類

可動

非可動

整備中

部品取りされたF-2戦闘機 部品取りされたP-1のエンジン
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（4）P
Performance Based Logistics
BL2などの包括契約の拡大

2012年度から航空機を対象としたPBL契約を締結し
ていたところ、2021年度には艦船用ガスタービン機関
のPBL契約を締結するなど、航空機以外にも対象範囲を

2	 装備品の可動状況を向上させるため、装備品の検査・修理などの維持整備業務について、修理期間の短縮や一定の部品在庫の確保などを条件に加えた複数
年間の包括的契約を結ぶもの。

拡大している。効果的・効率的な維持・整備を実現する
ために費用対効果を検証しつつ、装備品の可動率向上に
つながるPBLの適用対象の拡大に取り組むこととして
いる。

	 44	 施設の強靱化
防衛力の持続性・強靱性の基盤となる自衛隊施設の十

分な機能を確保することは重要である。自衛隊施設の約
4割は旧耐震基準時代に建設されているため、平素にお
いては自衛隊員の安全を確保し、有事においても容易に
作戦能力を喪失しない施設へ変容させる必要がある。

また、継続的な部隊運用に必要な各種弾薬の取得に連
動し、火薬庫を整備する必要があるほか、自衛隊の運用
にかかる基盤などの分散や、被害を受けた際の復旧及び
代替などにより、多層的に強靱性を向上させるための各
種取組を行うこととしている。

1　火薬庫の整備
スタンド・オフ・ミサイルをはじめとした各種弾薬の

取得に連動して、必要な火薬庫を整備することとしてお
り、火薬庫の確保にあたっては、陸海空自衛隊の効率的
な協同運用、米軍の火薬庫の共同使用、弾薬の抗たん性
の確保の観点から島嶼部への分散配置を追求、促進する
こととしている。

2　自衛隊施設の抗たん性の向上
主要な装備品、司令部などを防護し、粘り強く戦う態

勢を確保するため、主要司令部などについては、地下
化・構造強化、及び電力線などにフィルターを設置する
などの電磁パルス（E

Electro Magnetic Pulse
MP）攻撃対策などを実施し、戦闘

機を分散配置するための分散パッド、アラート格納庫の
えん体化、電気や水道などのライフラインの機能を維持
するための多重化などを実施することとしている。あわ
せて、省人化を図りつつ、基地警備機能を強化すること
としている。

図表Ⅲ-1-6-3（施設の抗たん性向上策（イメージ））

3　部隊新編や新規装備品導入に必要
となる施設の整備

現整備計画期間中においても、引き続き、部隊新編や
新規装備品導入に必要となる施設の整備を行うこととし
ている。具体的には、陸自における佐賀駐屯地（仮称）新
設にかかる施設整備や海自の佐世保（崎辺東地区（仮
称））の施設整備、空自におけるF-35（A・B）受入施設
整備などを行うこととしている。

4　施設の構造強化、再配置・集約化
など

既存施設の更新に際しては、爆発物、核・生物・化学
兵器、電磁波、ゲリラ攻撃などに対する防護性能を付与
するものとし、施設の機能・重要度に応じ、構造強化や
離隔距離確保のための再配置、集約化などを老朽化対策
と合わせて実施することで、施設の機能が十分に発揮で
きるようにする。

5　災害対処拠点となる駐屯地・基地
などの機能維持・強化

大規模災害時などにおける自衛隊施設の被災による機
能低下を防ぐため、被害が想定される駐屯地・基地にお
いて、津波などの災害対策を推進することとし、具体的
には、受変電設備の高所化や出入り口の止水板の設置な
どを実施することとしている。今後、気候変動に伴う各
種課題へ適応・対応し、的確に任務・役割を果たしてい
けるよう、駐屯地・基地の施設及びインフラの強靱化な
どを進めることとしている。
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図表Ⅲ-1-6-3 施設の抗たん性向上策（イメージ）

各種脅威に対する施設の強靱化

②武力攻撃・テロ行為等
（意図ある攻撃）

①大規模自然災害
（いつくるかわからない危機）

外力に対し、防衛力全体で対抗
（部隊・装備・情報・施設）

想定される外力による
施設等の被害をシミュレーション

戦い方（シナリオ）にあわせ、
ニーズに応じた施設を順次整備

被災による防衛力（災害対処含む）の機能低下
を局限するため重要施設を優先的に整備

約23,000棟の建物の他、飛行場、港湾施設、電気・水道などのユーティリティ

③老朽化（時間的な脅威）対策に万全を期す

①②を踏まえつつ防衛力の機能維持を図るため
計画的に施設の整備（再配置・集約化等）を推進

分散パッド

ゾーニング
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